様式第９号
令和　  年 　 月　  日
（宛先）
滋 賀 県 知 事

申　請　者
住　　所 　〒
　　　　 　
名　　称 　
代表者
（役職・氏名）　　　　　　　　　　　　　

発行責任者・担当者
職　　名
氏　　名
電話番号
FAX番号
E-mail

令和　　年度滋賀県中小企業新技術開発プロジェクト補助金に係る
企業化状況報告書

令和　　年（20  年）　　月　　日付け滋　　第　　　号をもって交付決定通知があった上記補助事業に関し、　　年度の企業化状況について、滋賀県中小企業新技術開発プロジェクト補助金交付要綱第１９条第２項および第２０条の規定により次のとおり報告します。

記
	[bookmark: OLE_LINK1]１　開発題目
	

	２　補助金確定額
	　　　　　　　　　　　　　円

	３　本年度の企業化の状況

(該当する段階に○印をつけてください。)
	１．研究開発継続中、２．試作評価段階、３．商品販売中、４．中断
３-１　販売のための宣伝等を行っている。
３-２　注文（契約）が取れている。
３-３　製品が１つ以上販売されている。
３-４　継続的に販売実績があるが収益はない。
３-５　継続的に販売実績があり収益もある。

	
	実施内容
別紙のとおり

	４　本年度の販売額、
収益等の状況
	別表のとおり





様式第９号の別紙
実施内容
（１）研究開発や事業化に向けた取り組み
	



（２）今後の予定および課題
	



（３）産業財産権の取得状況
	総出願数　　件（内　　年度　　）

	テーマ名

	種類
	状況
	申請日

	内容

	テーマ名

	種類
	状況
	申請日

	内容

	テーマ名

	種類
	状況
	申請日

	内容
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image3.emf
様式第９号の別表の別添２

補助事業者名　　　　　　　　　　　

項目 金額（円）

Ａ　原材料費

Ｂ　外注加工費

Ｃ　労務費

Ｄ　工場経費

１　電力費

２　燃料費

３　修繕費

４　消耗費

５　保険料

６　減価償却費

７　福利厚生費

８　その他経費

Ｅ　当期総製造費用（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）

Ｆ　期首仕掛品棚卸高

Ｇ　期末仕掛品棚卸高

Ｈ　当期製造品製造原価[（Ｅ＋Ｆ）－Ｇ]

Ｉ　　一般管理費および販売費

Ｊ　総原価（Ｈ＋Ｉ）

Ｋ　総製造数量（年間）

Ｌ　１個当たり原価（Ｊ÷Ｋ）

（記載注意）

・労務費は、給料、賃金、手当は製造原価に含まれる工場事務員の給料、賞与、手当および

工員の賃金、賞与、手当（所得税、組合費等を差し引かない金額）をいう。

・消耗費は、耐用年数１年未満の消耗工具、器具、備品等も含まれる。

・福利厚生費は、工場の従業員の健康保険料等の事業主負担額、福利厚生費、施設費、賄費

および維持費（一般管理部門に含まれているものは除く。その他工場従業員の慰安のために

消費した経費をいう。）

・一般管理費および販売費は、年間商品製造原価と年間工場総製造原価との比率に従って按

分記入のこと。

開　発　商　品　原　価　構　成　表

・原価構成の欄は、開発商品の年間製造高に要した直接間接一切の費用の合計について記入

すること。

・原材料費は、主要原材料、補助料および買入部品をいう。

・外注加工費は、他工場に材料を供給して加工させ半製品、部品等としてこれを引き取る場

合における支払加工賃をいう。


image4.emf
様式第９号の別表の別添３

補助事業者名　　　　　　　　　　　

年　　　度 総事業費 自己負担額 補助金 備考

実績報告書の決算総表よ

り転載する

実績報告書に記載以外のも

のがあれば記入する

終了後 １年目

　　　 ２年目

　　　 ３年目

　　　 ４年目

　　　 ５年目

合　　計

補助事業年度

補　助　事　業　に　係　る　総　事　業　費


image1.emf
様式第９号の別表

補助事業者名　　　　　　　　　　　

販売

数量

販売額 収益額

（記載注意）

４．「基準納付額」とは、補助事業に係る本年度収益額から「控除額」を差し引いた額に「補助金

確定額」を乗じ、「本年度までの補助事業に係る支出額」で除した額をいう。

５．「前年度までの補助事業に係る県への累積納付額」とは、前年度までの収益に伴う納付金およ

び財産処分に伴う納付金の合計額をいう。

６．「本年度納付額」とは、基準納付額と累積納付額の合計が補助金確定額を超えない場合には、

基準納付額が本年度納付額となる。また、基準納付額と累積納付額の合計額が補助金確定額を超え

る場合には、補助金確定額から累積納付額を差し引いた残額が本年度納付額となる。

補助事業に係る本年度の販売・収益等の状況

１．「補助事業に係る本年度収益額」とは、補助事業の実施結果の企業化、工業所有権の譲渡また

は実施権の設定およびその他当該補助事業の実施結果の他への供与による収益全体をいう。

２．控除額とは、補助事業に係る経費のうち、中小企業者が自己負担によって支出した額の５分の

１をいう。

３．「本年度までの補助事業に係る支出額」とは、本年度までに補助事業に係る費用として支出さ

れた全ての経費をいう。（補助金および自己負担金）

補助事

業年度

の総事

業費

補助金

確定額

本年度

までの

総事業

費

控除額 備考

本年度の実績

基準

納付額

前年度

までの

累積納

付額

本年度

納付額
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様式第９号の別表の別添１

補助事業者名　　　　　　　　　　　

単価（円） 数量 金額（円）

計

単価（円） 数量 金額（円）

計

主たる売渡先 備　考

開　発　商　品　販　売　実　績　表

備　考

２．開発商品国内販売実績

年　月

販　売　高

主たる売渡先

１．開発商品輸出実績

年　月 仕向地別

販　売　高


